
高等学校における学習者用コンピュータの整備について

○概要
公立高等学校におけるICT端末の整備状況に関し、令和２年12月に新たな経済対策が閣議決定されたこと
などを踏まえ、文部科学省において都道府県の整備目標等に関し、令和３年３月末の見込みを調査

（実施時期：令和３年１～２月）

○対象
全都道府県教育委員会

○結果

１人１台整備を目標（※）

42自治体（89.4%）

検討中
5自治体

（10.6%）

整備目標（N=47）

令和２年度中に完了
12自治体
（28.6%）

令和３年度中
5自治体
（11.9%）

令和３～５年度
3自治体（7.1%）

令和４～６年度
13自治体
（31.0%）

検討中
9自治体

（21.4%）

整備期間（N=42）

（※）「１人１台整備の方向性を明らかにして検討中」と
回答した都道府県を含む

【 1人1台整備を目標とする42自治体 】

別添

設置者負担
16自治体
（38.1%）

保護者負担を原則
15自治体
（35.7%）

検討中
11自治体
（26.2%）

費用負担（N=42）
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公立高校の端末の多様な整備状況公立高校における端末の整備状況（見込み）について（都道府県別）
（令和３年３月見込み）

整備目標

１人１台端末整備に向けて方策の検討が必要な部分

令和２年度末の高校端末の見込整備状況
（淡青色の部分は、令和３年度以降に整備が見込まれる部分）

整備期間

検討中
５自治体

1人１台を整備（１人１台整備の方向性を明示して検討中を含む）
42自治体

令和２年度に完了
12自治体

令和３年度中
５自治体

令和３～
５年度
３自治体

令和４～６年度
1３自治体

検討中
９自治体

費用負担 設置者負担
16自治体※

保護者負担を原則
15自治体※

検討中
11自治体※

※ 福島県、滋賀県、福岡県は、費用負担については検討中

（備考）
・ 都道府県立の公立高校のみ
・ 見込整備状況は、令和２年度の公
立高等学校の生徒数と令和２年度
の見込整備台数の割合
令和２年度の見込整備台数（令
和元年末の整備台数＋令和２年度
の新規整備予定台数）

※※ ※


